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ID: 1645   

担当部署: 上下水道部 下水道課  

処分の概要 公共下水道等の排水施設からの下水の取水等及び変更の許可 

法 令 名 

根 拠 条 項 
都市の低炭素化の促進に関する法律 第47条第1項及び第3項 

法 令 番 号 平成24年法律第84号 

【基準】 

 法第47条の規定による。 

 (公共下水道等の排水施設からの下水の取水等) 

第47条 低炭素まちづくり計画に記載された第7条第3項第5号イに規定する事業の実施主体

は、条例で定めるところにより、公共下水道管理者等の許可を受けて、公共下水道等(下

水道法第2条第3号に規定する公共下水道又は同条第4号に規定する流域下水道(同号イに該

当するものに限る。)をいう。以下この条において同じ。)の排水施設(これを補完する施

設を含む。以下この条において同じ。)に接続設備(公共下水道等の排水施設と第7条第3項

第5号イに規定する設備とを接続する設備をいう。第7項において同じ。)を設け、当該接

続設備により当該公共下水道等の排水施設から下水を取水し、及び当該公共下水道等の排

水施設に当該下水を流入させることができる。 

2 公共下水道管理者等は、前項の許可の申請があった場合において、当該申請に係る事項

が政令で定める基準を参酌して条例で定める技術上の基準に適合すると認めるときでなけ

れば、許可をしてはならない。 

3 第1項の許可を受けた者(以下この条において「許可事業者」という。)は、当該許可を受

けた事項の変更(条例で定める軽微な変更を除く。)をしようとするときは、公共下水道管

理者等の許可を受けなければならない。この場合においては、前2項の規定を準用する。 

4 下水道法第33条の規定は、第1項又は前項の許可について準用する。 

5 許可事業者は、第1項又は第3項の許可を受けて公共下水道等の排水施設に流入させる下

水に当該下水以外の物(第7条第3項第5号イに規定する設備の管理上必要な政令で定めるも

のを除く。)を混入してはならない。 

6 許可事業者については、下水道法第38条の規定を準用する。この場合において、同条第1

項中「公共下水道管理者、流域下水道管理者又は都市下水路管理者」とあるのは「都市の

低炭素化の促進に関する法律(以下この項及び次項において「都市低炭素化法」という。)

第7条第4項第1号に規定する公共下水道管理者等(以下この条において「公共下水道管理者

等」という。)」と、「この法律の規定によつてした許可若しくは承認」とあるのは「都

市低炭素化法第47条第1項若しくは第3項の許可」と、同項第1号中「この法律(第11条の3

第1項及び第12条の9第1項(第25条の18第1項において準用する場合を含む。)の規定を除

く。)又はこの法律に基づく命令若しくは条例」とあるのは「都市低炭素化法第47条第3項

又は第5項」と、同項第2号及び第3号並びに同条第2項中「この法律の規定による許可又は

承認」とあるのは「都市低炭素化法第47条第1項又は第3項の許可」と、同項から同条第4

項まで及び同条第6項中「公共下水道管理者、流域下水道管理者又は都市下水路管理者」

とあり、並びに同条第3項中「公共下水道管理者、流域下水道管理者若しくは都市下水路

管理者」とあるのは「公共下水道管理者等」と、同条第2項第1号中「公共下水道、流域下

水道又は都市下水路」とあるのは「都市低炭素化法第47条第1項に規定する公共下水道等

(次号及び第3号において「公共下水道等」という。)」と、同項第2号及び第3号中「公共

下水道、流域下水道又は都市下水路」とあるのは「公共下水道等」と読み替えるものとす

る。 

7 許可事業者が公共下水道等の排水施設に接続設備を設ける場合については、下水道法第

24条又は第25条の17の規定は、適用しない。 

 

標準処理期間 30日 

備考  
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ID: 37   

担当部署: 上下水道部 下水道課  

処分の概要 排水設備設置義務の免除に係る許可 

法 令 名 

根 拠 条 項 
下水道法 第10条第1項ただし書 

法 令 番 号 昭和33年法律第79号 

【基準】 

 法第10条第1項ただし書の規定による。 

 (排水設備の設置等) 

第10条 公共下水道の供用が開始された場合においては、当該公共下水道の排水区域内の土

地の所有者、使用者又は占有者は、遅滞なく、次の区分に従つて、その土地の下水を公共

下水道に流入させるために必要な排水管、排水渠その他の排水施設(以下「排水設備」と

いう。)を設置しなければならない。ただし、特別の事情により公共下水道管理者の許可

を受けた場合その他政令で定める場合においては、この限りでない。 

(1) 建築物の敷地である土地にあつては、当該建築物の所有者 

(2) 建築物の敷地でない土地(次号に規定する土地を除く。)にあつては、当該土地の所

有者 

(3) 道路(道路法(昭和27年法律第180号)による道路をいう。)その他の公共施設(建築物

を除く。)の敷地である土地にあつては、当該公共施設を管理すべき者 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 38   

担当部署: 上下水道部 下水道課  

処分の概要 公共下水道管理者以外の者の工事・維持の承認 

法 令 名 

根 拠 条 項 
下水道法 第16条 

法 令 番 号 昭和33年法律第79号 

【基準】 

 法第16条の規定による。 

 (公共下水道管理者以外の者の行う工事等) 

第16条 公共下水道管理者以外の者は、前2条の規定による場合のほか、公共下水道管理者

の承認を受けて、公共下水道の施設に関する工事又は公共下水道の施設の維持を行うこと

ができる。ただし、公共下水道の施設の維持で政令で定める軽微なものについては、承認

を受けることを要しない。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 39   

担当部署: 上下水道部 下水道課  

処分の概要 公共下水道の排水施設への物件設置の許可 

法 令 名 

根 拠 条 項 
下水道法 第24条第1項 

法 令 番 号 昭和33年法律第79号 

【基準】 

 法第24条第1項及び第2項の規定による。 

 (行為の制限等) 

第24条 次に掲げる行為(政令で定める軽微な行為を除く。)をしようとする者は、条例で定

めるところにより、公共下水道管理者の許可を受けなければならない。許可を受けた事項

の変更(条例で定める軽微な変更を除く。)をしようとするときも、同様とする。 

(1) 公共下水道の排水施設の開渠である構造の部分に固着し、若しくは突出し、又はこ

れを横断し、若しくは縦断して施設又は工作物その他の物件を設けること(第10条第1項

の規定により排水設備を当該部分に固着して設ける場合を除く。)。 

(2) 公共下水道の排水施設の開渠である構造の部分の地下に施設又は工作物その他の物

件を設けること。 

(3) 公共下水道の排水施設の暗渠である構造の部分に固着して排水施設を設けること(第

10条第1項の規定により排水設備を設ける場合を除く。)。 

2 公共下水道管理者は、前項の許可の申請があつた場合において、その申請に係る事項が

必要やむを得ないものであり、かつ、政令で定める技術上の基準に適合するものであると

きは、これを許可しなければならない。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 42   

担当部署: 上下水道部 下水道課  

処分の概要 都市下水路への物件設置の許可 

法 令 名 

根 拠 条 項 
下水道法 第29条第1項 

法 令 番 号 昭和33年法律第79号 

【基準】 

 法第29条第1項及び第2項の規定による。 

 (行為の制限等) 

第29条 次に掲げる行為(政令で定める軽微な行為を除く。)をしようとする者は、条例で定

めるところにより、都市下水路管理者の許可を受けなければならない。許可を受けた事項

の変更(条例で定める軽微な変更を除く。)をしようとするときも、同様とする。 

(1) 都市下水路に固着し、若しくは突出し、又はこれを横断し、若しくは縦断して施設

又は工作物その他の物件を設けること。 

(2) 都市下水路の地下に施設又は工作物その他の物件を設けること。 

2 都市下水路管理者は、前項の許可の申請があつた場合において、その申請に係る事項が

必要やむを得ないものであり、かつ、政令で定める技術上の基準に適合するものであると

きは、これを許可しなければならない。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 43   

担当部署: 上下水道部 下水道課  

処分の概要 都市下水路管理者以外の者の工事・維持の承認 

法 令 名 

根 拠 条 項 
下水道法 第31条 

法 令 番 号 昭和33年法律第79号 

【基準】 

 法第31条の規定において準用する法第16条の規定による。 

 (公共下水道管理者以外の者の行う工事等) 

第16条 公共下水道管理者以外の者は、前2条の規定による場合のほか、公共下水道管理者

の承認を受けて、公共下水道の施設に関する工事又は公共下水道の施設の維持を行うこと

ができる。ただし、公共下水道の施設の維持で政令で定める軽微なものについては、承認

を受けることを要しない。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1862   

担当部署: 上下水道部 下水道課  

処分の概要 排水設備の設置の承認 

法 令 名 

根 拠 条 項 
浄化槽法 第12条の10第1項 

法 令 番 号 昭和58年法律第43号 

【基準】 

 法第12条の10第1項の規定による。 

(排水設備の設置の承認) 

第12条の10 汚水を公共浄化槽に流入させるために必要な排水設備を第12条の5第3項の規定

による同意に係る建築物以外の建築物に設置しようとする者は、環境省令で定めるところ

により、あらかじめ、市町村の承認を受けなければならない。 

2 前2条の規定は、前項の規定により承認を受けた者について準用する。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 


